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までの登録者数の推移は次のとおりである．
──────────────────────
18 年度末　24,056 人	 19 年度末　34,939 人
20 年度末　41,556 人	 21 年度末　54,248 人
──────────────────────
　登録者中の女性の割合は，全数に対する割合
としては公開されていないが，2021 年 3 月に公
表された「厚生労働省令和 2 年度障害者総合福
祉推進事業公認心理師の活動状況等に関する調
査」報告書４）によれば女性は約 73%（有効回答
者数 13,688 人，有効回答率 38.7%）である．また，
前述の臨床心理士（2020 年度 38.397 人）の約
90% が公認心理師を取得，あるいは取得予定と
していたことから５），2020 年度末の公認心理師
登録者の少なくとも 80% が臨床心理士との両資
格保持者であると考えられる．しかし今後，正
規カリキュラムによる受験者の増加に伴い，こ
の比率は低下すると考えられる．
　公認心理師法は，文部科学省と厚生労働省の
共同管理とされ，2021 年度現在の管轄部局は厚
生労働省社会援護局精神・障害保健課公認心理
師制度推進室となっており，文部科学省からの
出向担当官がこの部署に所属している．
　法の施行後，医療機関では激変緩和の措置を
設けつつも，公認心理師が必須の採用条件とな
り，これまで臨床心理技術者と書かれていた職
種名が，公認心理師に修正された．また，早々
に小児特定疾患カウンセリング料が公認心理師
業務として認定された．また，産業分野ではス
トレスチェック実施者に加えられ，教育分野で
はスクールカウンセラーの任用条件に加えられ
た．その他，公的な機関での心理職の採用条件
に臨床心理士と共に公認心理師が挙げられるこ
とが進んでいる．

奥村　茉莉子＊２

公認心理師＊１24

はじめに

　公認心理師は本白書に初めて登場する心理職
の国家資格である．心理学関係者が検討を始め
てからこれが成るまでには半世紀余りを要した．
1984 年の宇都宮病院事件に端を発して WHO の
勧告が届いてから国が精神科医療の質の改善を
課題として心理職とソーシャルワーカーの国家
資格化の検討を始めてからでも 30 年余りの紆
余曲折があった．旧厚生省が当時検討したのは
医療分野の臨床心理技術者としての国家資格で
あったが当時既に民間資格の臨床心理士を不登
校対策として旧文部省が活用しており，医療に
限定した資格化には異論が興った．その後様々
な学会や団体の意向調整がなされ，領域横断的
な資格としての公認心理師法が制定されるに
至った．

１．公認心理師法の制定

　公認心理師法は，2015 年第 189 回国会で成立
したわが国初の心理職の国家資格である．この
法律は議員立法により作られ，有資格者の就業
範囲は行政分野に限らない汎用の名称独占資格
として制定された１）．法は成立後，養成カリキュ
ラム等の検討を経て 2017 年 9 月に施行された．
　2014 年に設立された一般財団法人日本心理研
修センターが試験機関として 2016 年 4 月に指
定を受け，2018 年から国家試験が開始された．
2019 年 2 月に公認心理師第 1 号が生まれ，2022
年 4 月現在，年 1 回実施される国家試験が 4 回
終了している．施行後 5 年間は受験資格の経過
措置により，既に同様の業務に従事しているい
わゆる現任者の受験が主流となり，2021 年現在
──────────
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２．公認心理師法の目的と立法事実

　本法の目的は，「国民の心の健康の保持増進
に寄与する」こととされ，公認心理師の業務
は，保健医療，福祉，教育その他の分野におい
て，専門的知識及び技術をもって，①心理に関
する要支援者の心理状態の観察，その結果の分
析，②心理に関する要支援者に対する相談及び
助言，指導その他の援助，③心理に関する要支
援者の関係者に対する相談及び助言，指導その
他の援助，④心の健康に関する知識の普及を図
るための教育及び情報の提供とされている．こ
のような業務を行う者に国家資格が制定された
立法事実として，背景に心の健康の問題が大き
く指摘される社会的必要性があり，心理に関す
る対人援助の場が年々拡がっていることから，
医療，教育，福祉関係者等との連携が不可欠で
あることが示されている．
　また，これに関連して要支援者に心理支援に
係る主治の医師があるときは，その指示を受
けなければならないとされている．医療分野以
外で業務を行う公認心理師にも，要支援者に心
理支援に係る主治医がある場合に限るのであっ
ても，主治医の指示が向けられるという「指
示」のあり方については，心理職当事者間では
もちろん国会でも議論となり，国会の附帯決議
に「公認心理師の専門性や自立性を損なうこと
のないよう省令等を定めることにより運用基準
を明らかにし，公認心理師の業務が円滑に行わ
れるよう配慮すること」とされた．これを受け
て，2018 年 1 月 31 日付で文部科学省初等中等
教育局長及び厚生労働省社会援護局障害保健福
祉部長名で各自治体向けに「公認心理師法第 42 
条第 2 項に係る主治の医師の指示に関する運用
基準」が出された．
　他方，この法第 42 条に関して，心理職者が
多く加入している一般社団法人日本心理臨床学
会，一般社団法人日本公認心理師協会，一般社
団法人日本臨床心理士会は，3 団体連名で「公
認心理師法第 42 条における運用に関する連携
の考え方」を公表している６）．医療機関におい
ては，従来から医師の指示のもとにアセスメン

トや面接等が行われてきた．今回のように医療
機関以外の公認心理師が，一部の相談者につい
て医師の指示を受けるという文言が示す実務上
の手続きは，職場や対象によって一様ではない．
しかし，基本的には主治医と連携することにつ
いて相談者の了解を得ること，指示や報告のや
りとりの方法は丁寧に行うことが必要である．
前述の「連携の考え方」では，心理支援におい
て要支援者の福利を優先しつつ医師との指示関
係を適切に結ぶことについて，言葉を費やして
いる．

３．養成課程

　公認心理師の受験資格は，大学卒業（4 年制
の専修課程を持つ専門学校を含む）及び大学院
課程修了によるもの，及び大学卒業後 2 年間
以上の指定機関での実務経験によるものである．
後者の機関については実務内容に関して，文部
科学省及び厚生労働省による指定が必要とされ
ている．法制定後 5 年間の経過措置期間が終了
し， 2024 年度以降はこの二つの養成課程を経た
者，および極めて少数と思われるが，法には文
部科学大臣と厚生労働大臣が二つの養成課程を
経た者と同等以上の知識，技能を有すると認定
した者（海外の有資格者が想定されているよう
だ）のみの受験となる．
　2021 年現在の必要カリキュラム７）を備えた卒
前教育機関は，2021（令和 3）年 3 月時点で下
記の通りである（厚生労働省資料より）．
・養成大学数 234 校（学部及び大学院において

開講：172 大学・大学院のみ開講：8 大学・学
部のみ開講：54 大学〈専修学校の専門課程１
校を含む〉）

　カリキュラムは学部では 24 科目の心理学，
及び関連領域科目等のほか，80 時間の実習が
必要，また大学院では 10 科目の実務科目と 450
時間の実習が必要とされている．実習について
は，経過措置期間後について，その指導者には
研修受講等の条件が規定されている．
　大学学部卒業後 2 年以上の実務経験が受験資
格として認定される機関は，2020 年度末現在５
種類，9 施設（少年鑑別所及び刑事施設，病院
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3 機関，クリニック 2 機関，裁判所関連 2 機関，
福祉法人 2 機関）である．
　なお，養成カリキュラムについては，法施行
5 年後以降（2023 年度以降）に見直しが検討さ
れる可能性が高い．

４．今後の課題としての資質の維持向上

　法は義務として「資質向上の責務」を規定し
ている．心理支援への社会のニーズと支援の場
は，時代によって拡大変化してゆくので専門職
の生涯研修が欠かせない． 2021 年現在，一般
社団法人日本公認心理師協会が専門性の維持向
上を目的として，更新制度を含む 2 段階の専門
認定制度を公表している．基本的技能と職業倫
理を共有すること及び様々な分野に対応する
テーマに沿う研修制度が必要である．
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